04年｢年金改革｣による｢物価スライド｣の仕組み変更について

「物価スライド」の仕組みの変更は、今日のような賃金抑制の続くもとでは、大きな影響を及ぼします。9月3日記者会見資料などでは、これを過大に考えていましたので、その訂正をかねて以下の文書を発表します。                         

物価スライドの改悪と来年度年金改訂について

2008年11月5日　　　　　　　　　　全日本年金者組合　政策宣伝調査部
2004年の「年金改革」による制度改悪の中心は、「保険料水準固定方式」とそれに伴う「マクロ経済スライド」でした。しかし、そのとき同時に物価スライドの改悪が行われました。今日のように賃金抑制が続いている状況のもとでは、この改悪が年金生活者の生活を脅かすものとなっています。

物価スライドはどのように変えられたか

04年「年金改革」の経済前提のように、常に実質賃金が上昇し名目賃金が物価を上回って上昇する状況のもとでは、1年間の物価変動率により翌年4月から年金が改定される物価スライドがそのまま行われます。しかし、実質賃金の低下などにより「名目手取り賃金変動率」が物価変動率を下回る場合、物価スライドに重大な影響が生じます。

「名目手取り賃金変動率」が物価変動率を下回ると、物価スライドは、物価ではなく「名目手取り賃金変動率」で行われます。ただし、物価がプラスで賃金がマイナスの場合は、マイナスでなく0改定とされます。

「名目手取り賃金変動率」と改悪の影響

「名目手取り賃金変動率」は、物価変動率と3年度前前後3年間の実質賃金変動率の平均、可処分所得割合変化率から計算されます。この約十年、毎年のように名目賃金は低下しています。その間、今年を除いて物価はほぼ横ばいであり、実質賃金も低下しています。

また、年金保険料が毎年増加していますので「可処分所得割合変化率」も減少しています。従って、今年のように物価が急上昇しても物価スライドは、それらの分だけ低くスライドされることになります。

今年の異常な物価上昇は、「名目手取り賃金変動率」に反映しますので、来年度の年金改定への影響は限定的なものです。しかし、この物価上昇は、実質賃金を大きく低下させるものと思われますので、今後の賃金と物価の動向にもよりますが、再来年度以降の改定に大きな影響を及ぼす可能性があります。

来年度の年金改定はどうなるか

2000年度から02年度までの物価スライド「－1.7％」を実施させないできた経過があります。政府・厚生労働省は、制度上これは将来の物価変動と相殺するものとしています。従って、来年度年金改定は、物価変動率からまず「名目手取り賃金変動率」が差し引かれ、次に1.7％が差し引かれます。残があれば「マクロ経済スライド」が働き、「スライド調整率」が差し引かれます。

「名目手取り賃金変動率」と「スライド調整率」は来年度、ともに0.4％程度と見られます。総務省物価統計は2％台前半になるものと考えられ、これらを勘案すると来年度年金改定は、0改定となる可能性が大です。

年金者組合は、現在、異常な物価に対し年金抑制のすべての仕組みを停止して、緊急避難的に年金改定を生活費の物価に見合う引き上げを求めて運動をしています。12月の中央委員会で要求を決定して運動を強めます。

